
Ô 財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務償還の支払額 � 28¶960¶881
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Õ 資金増加額 168¶165¶483

Ö 資金期首残高 226¶347¶717
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× 資金期末残高 394¶513¶200
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行政サービス実施コスト計算書
（平成21年４月１日～平成22年３月31日）

（単位：円）

科 目 金 額

Ò 業務費用
損益計算書上の費用
業務経費 3¶651¶704¶404

一般管理費 329¶781¶680

財務費用 643¶962

臨時損失 19¶361¶137
EEEEEEEE

4¶001¶491¶183

（控除）自己収入等
事業収入 � 1¶772¶023¶184

受託収入 � 1¶149¶700

資産見返戻入 � 4¶322¶195

寄附金収益 � 17¶425¶030

財務収益 � 25¶176
EEEEEEEE

� 1¶794¶945¶285
EEEEEEEE

業務費用合計 2¶206¶545¶898

Ó 損益外減価償却等相当額 306¶375¶298

損益外減価償却相当額 305¶800¶768

損益外固定資産除却相当額 574¶530
EEEEEEEE

Ô 損益外減損損失等相当額 29¶736¶300

損益外減損損失相当額 29¶736¶300
EEEEEEEE

Õ 引当外賞与見積額 � 39¶784¶172

Ö 引当外退職給付増加見積額 � 499¶449¶200

× 機会費用
政府出資等の機会費用 187¶214¶223

Ø 行政サービス実施コスト 2¶190¶638¶347
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〔重要な会計方針〕
１．運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております。
全ての業務について費用進行基準を採用しておりますが、これは業務達成基準及び期間進行基
準を採用することが、中期計画及びこれを具体化する年度計画等において業務の実施と運営費交
付金との対応関係が不明確の理由により困難であり、費用進行基準を採用する必要があるためで
す。

２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ２年～49年
構 築 物 ２年～60年
車両運搬具 ２年～５年
工具器具備品 ２年～14年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（２年～５年）に
基づいております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金
は計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に
基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法による低価法によっております。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成22年３月末利回りを参考に、1•395％で計算しております。

６．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
７．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
〔注記事項〕
＜貸借対照表関係＞
１．引当外賞与見積額 157¶608¶443円
２．退職給付引当金の見積額 3¶180¶733¶900円
＜損益計算書関係＞

受託収入は、地方公共団体からの受託による金額を計上しております。
＜キャッシュ・フロー計算書関係＞
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 394¶513¶200円
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資金の期末残高 394¶513¶200円
２．重要な非資金取引
該当ありません。

＜行政サービス実施コスト計算書関係＞
引当外退職給付増加見積額のうち、国又は地方公共団体からの出向職員に係る金額

� 1¶612¶800円
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